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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期
第１四半期
累計期間

第51期
第１四半期
累計期間

第50期

会計期間

自平成25年
 ３月１日
至平成25年
 ５月31日

自平成26年
 ３月１日
至平成26年
 ５月31日

自平成25年
 ３月１日
至平成26年
 ２月28日

売上高 （百万円） 1,068 1,402 4,957

経常利益 （百万円） 39 142 225

四半期（当期）純利益 （百万円） 27 110 237

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 647 647 647

発行済株式総数 （千株） 4,691 4,691 4,691

純資産額 （百万円） 4,571 4,853 4,792

総資産額 （百万円） 6,026 6,526 6,606

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 5.95 23.77 50.89

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 10.00

自己資本比率 （％） 75.9 74.4 72.5

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社には関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の概況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善が見られる等、全体としては緩やかな回復基調

となりました。しかしながら円安による原料・原油価格の上昇、新興国の経済成長の鈍化等、依然として先行き

不透明な状況が続いております。

　当社におきましては、消費税増税前の駆け込み需要が一部見られ、4月以降も予想していた大きな反動もなく

比較的安定的に受注が確保できたことに加え、積極的な営業活動により大型案件の受注を確保したことが寄与

し、売上高、利益共に前年同期を上回る結果となりました。

　この結果、当第１四半期累計期間の売上高は1,402,681千円（前年同期比31.3％増）、営業利益127,821千円

（前年同期比413.2％増）、経常利益142,389千円（前年同期比264.9％増）、四半期純利益110,747千円（前年同

期比299.6％増）となりました。

　当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

 

(2)　財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末の総資産残高は6,526,299千円となり、前事業年度末残高6,606,022千円に対し、

79,722千円減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金50,745千円等の増加要因に対し、受取手形及び売

掛金66,034千円、商品及び製品21,529千円及び原材料及び貯蔵品28,366千円等の減少要因が上回ったことによる

ものであります。

　当第１四半期会計期間末の負債残高は1,672,532千円となり、前事業年度末残高1,813,388千円に対し、

140,855千円減少いたしました。この主な要因は未払金44,297千円及び賞与引当金30,301千円等の増加要因に対

し、支払手形及び買掛金186,991千円及び短期借入金20,000千円等の減少要因が上回ったことによるものであり

ます。

　当第１四半期会計期間末の純資産残高は4,853,766千円となり、前事業年度末残高4,792,634千円に対し、

61,132千円増加いたしました。この主な要因は、四半期純利益110,747千円の増加要因が、剰余金の配当額

46,597千円等の減少要因を上回ったことによるものであります。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、4,128千円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)　主要な設備

　前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第１四半期累計期間において完成したも

のは次のとおりであります。

事業所名

（所在地）
設備の内容

投資総額

（千円）
資金調達方法 完了年月

兵庫工場

（兵庫県加東市新定字木谷）
生産設備 67,000 自己資金 平成26年５月

（注）投資総額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年７月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,691,555 4,691,555
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 4,691,555 4,691,555 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年３月１日～

平成26年５月31日
－ 4,691,555 － 647,785 － 637,785

 

（６）【大株主の状況】

 　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 31,700 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式　　4,655,000 46,550 　－

単元未満株式 普通株式　　　　4,855 － 　－

発行済株式総数 4,691,555 － －

総株主の議決権 － 46,550 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が78株含まれております。

②【自己株式等】

平成26年２月28日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本電線工業株式会社

大阪市福島区福島７丁目

20番１号（ＫＭ西梅田ビ

ル11階）

31,700 － 31,700 0.67

計 － 31,700 － 31,700 0.67

　（注）　当第１四半期会計期間末現在の所有株式数は31,700株であります。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　　 退任役員
 

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 － 戸川　隆 平成26年５月31日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年３月１日から平成26

年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年３月１日から平成26年５月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　資産基準               　 0.4％

　　売上高基準              　 0.1％

　　利益基準　　  　        △1.5％

　　利益剰余金基準　         △0.1％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年２月28日)
当第１四半期会計期間
(平成26年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 230,320 281,066

受取手形及び売掛金 1,894,360 ※２ 1,828,326

有価証券 192,560 192,583

商品及び製品 236,905 215,376

仕掛品 92,252 79,350

原材料及び貯蔵品 141,786 113,419

その他 134,031 90,111

貸倒引当金 △190 △183

流動資産合計 2,922,027 2,800,050

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 726,205 714,214

構築物（純額） 57,567 55,702

機械及び装置（純額） 156,045 235,935

車両運搬具（純額） 2,841 2,686

工具、器具及び備品（純額） 29,746 32,517

土地 871,511 871,511

建設仮勘定 22,300 －

有形固定資産合計 1,866,218 1,912,569

無形固定資産 15,916 14,649

投資その他の資産   

投資不動産（純額） 1,590,522 1,590,695

その他 211,756 208,754

貸倒引当金 △419 △419

投資その他の資産合計 1,801,859 1,799,030

固定資産合計 3,683,994 3,726,248

資産合計 6,606,022 6,526,299

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,041,245 ※２ 854,254

短期借入金 250,000 230,000

未払金 89,782 134,080

未払法人税等 17,196 17,467

賞与引当金 17,908 48,210

役員賞与引当金 10,700 －

その他 99,182 95,433

流動負債合計 1,526,015 1,379,446

固定負債   

退職給付引当金 102,736 110,095

役員退職慰労引当金 149,216 148,416

その他 35,419 34,574

固定負債合計 287,372 293,086

負債合計 1,813,388 1,672,532
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年２月28日)
当第１四半期会計期間
(平成26年５月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 647,785 647,785

資本剰余金 637,785 637,785

利益剰余金 3,485,484 3,549,634

自己株式 △15,176 △15,176

株主資本合計 4,755,878 4,820,028

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 36,755 33,738

評価・換算差額等合計 36,755 33,738

純資産合計 4,792,634 4,853,766

負債純資産合計 6,606,022 6,526,299
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

売上高 1,068,023 1,402,681

売上原価 842,043 1,054,328

売上総利益 225,980 348,353

販売費及び一般管理費 201,071 220,531

営業利益 24,908 127,821

営業外収益   

受取賃貸料 1,142 16,612

貸倒引当金戻入額 4,989 7

保険解約返戻金 9,151 －

その他 419 979

営業外収益合計 15,703 17,599

営業外費用   

支払利息 750 554

賃貸収入原価 840 2,465

その他 － 11

営業外費用合計 1,590 3,031

経常利益 39,021 142,389

特別利益   

投資有価証券売却益 15,450 －

特別利益合計 15,450 －

税引前四半期純利益 54,472 142,389

法人税、住民税及び事業税 1,197 15,322

法人税等調整額 25,557 16,319

法人税等合計 26,754 31,641

四半期純利益 27,717 110,747
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

1　受取手形裏書譲渡高

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当第１四半期会計期間
（平成26年５月31日）

受取手形裏書譲渡高 225,804千円 227,036千円

 

　※2　四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末日残

高に含まれております。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当第１四半期会計期間
（平成26年５月31日）

受取手形

支払手形

－千円

－

43,110千円

47,988

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成25年３月１日
至 平成25年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年５月31日）

減価償却費 25,174千円 25,384千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日）

(1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月23日

定時株主総会
普通株式 37,278 8 平成25年２月28日 平成25年５月24日 利益剰余金

 

(2)　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

(1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日

定時株主総会
普通株式 46,597 10 平成26年２月28日 平成26年５月23日 利益剰余金

 

(2)　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後と

なるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平

成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成25年３月１日
至　平成25年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 5円95銭 23円77銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 27,717 110,747

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 27,717 110,747

普通株式の期中平均株式数（株） 4,659,807 4,659,777

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年７月15日

日本電線工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西野　　裕久　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　　雅春　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電線工業株

式会社の平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第51期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年３月１日から平

成26年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年３月１日から平成26年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電線工業株式会社の平成26年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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